
第３章
経済・社会的課題への対応



    

ＯＥＣＤ諸国の一次エネルギー自給率比較

（2012年：推計値）

地域別エネルギー需要の見通し

※ IEAは原子力を一次エネルギー自給率に含めている。
※ 表中の「－」：僅少
※ IEA , Energy Balance of OECD Countries 2013 を基に作成

出典：経済産業省「通商白書2014」

エネルギー自給率、地域別エネルギー需要

○ 我が国のエネルギー自給率は6％と低く、OECD34ヶ国中33位。
○ 今後のエネルギー需要の見通しについて、2035年には2010年と比較して、約35％増加する

見込み。

出典：外務省「外交青書2013」

資料：国際エネルギー機関（ＩＥＡ）World 
Energy Outlook 2012
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今後の食料需給の見通し

出典：農林水産省 「食料の未来を描く戦略会議」資料集
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○ 人口増：世界の人口は増加を続け、2050年には約95億人、2100年には約108億人と予想されている。
○ 高齢化：2050年に向け世界の高齢者人口（60歳以上）は２倍以上の20億人以上になる見込み。
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出典：国連データを基に内閣府作成

世界の人口の変化 図 ３ － ３



○ 我が国では2010年から長期の人口減少過程に入っている。2050年には1億人を割り込む予測。
○ 高齢化が進展し（2060年には約40％の推計）、生産年齢人口（15～64歳人口）は減少。

出典：平成26年度情報通信白書（平成26年7月）

日本の人口の推移と将来推計 図 ３ － ４



○ 社会保障給付費の部門別推移： 医療、介護等を中心に増加する見込み。

出典：内閣府「選択する未来」委員会資料（平成26年５月）

人口の高齢化と社会保障 図 ３ － ５



○ 過去20年の産業別GDPと就業者数構成の変化
製造業： GDP割合は約4%減少。就業者割合は約6％減少。(一人当たり付加価値増)
サービス業：GDP割合は約4％増加。就業者割合は約8％増加。(一人当たり付加価値減)

○ 日本の名目GDPは2010年に中国に抜かれて3位に後退、GDPは微増。
○ 日本のGDPの国別割合は、1994年→2012年で約10％減少。（17.8％→8.2％）
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日本のGDPの推移（主要国の名目GDP、国別シェア） 図 ３ － ６



出典：経済産業省 産業構造審議会総会（第14回）資料

日本の貿易収支の構造の変遷 図 ３ － ７



サイバー空間のセキュリティについて

出典：情報処理推進機構 情報セキュリティ白書2015 出典：ＮＩＳＣ「サイバーセキュリティ政策に係る年次報告
（２０１４年度）」（２０１５年７月）

世界の個人情報漏えい推定件数 日本の政府機関への脅威件数など

○ サイバー空間の安全安心な利用は、サイバーセキュリティが確保されていることが前提。
○ 2014年に世界で発生したと推定される個人情報の漏えい件数は、2013年比25%増の1

億件を超えており、サイバーセキュリティの確保は喫緊かつ重要な課題。
○ 国内においても、政府機関に大量の不審メール、不正プログラムが送付されており、標的型メー

ルによる脅威が一層深刻化している状況。

図 ３ － ８



出典：環境省 ＩＰＣＣ第5次評価報告書の概要-第1次作業部会（自然科学的根拠）資料

世界の平均気温上昇推移 図 ３ － ９



出典：環境省 ＩＰＣＣ第5次評価報告書の概要-第1次作業部会（自然科学的根拠）資料

世界の平均気温上昇予測 図３－１０



出典：国土交通省HP（http://www.mlit.go.jp/tochimizushigen/mizsei/j_international/about/about002.html）

世界の水需給の逼迫状況 図３－１１


